
定例会の予定平成28年 第2回

6月１日 開会(本会議)
7日 代表質問（本会議）
8日 一般質問（本会議）

9日～13日 常任委員会
15日 閉会（本会議）

●   TOKYO MX( 地デジ９ch) で本会議の模様を
生中継・ダイジェストで放送します。

●   開会後に、TOKYO MX で「都議会の焦点」
を放送します。

●   放送日時は都議会ホームページなどでお知ら
せします。

平成28年第１回定例会　　各会派等の議案への賛否　

自 公 共 民 か ネ 無所属
審議
結果

深 東
56 23 17 15 4 3 3 1 1 1

知 事 提 出 議 案

予　
算

28
年
度
予
算

水道事業会計 ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 可決
一般会計／地方消費税清算会計／都営住宅等事業会計／都市開発資金会計／臨海都市基盤整備事
業会計／病院会計／中央卸売市場会計／都市再開発事業会計／臨海地域開発事業会計／高速電車
事業会計

○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

特別区財政調整会計／小笠原諸島生活再建資金会計／母子父子福祉貸付資金会計／心身障害者扶
養年金会計／中小企業設備導入等資金会計／林業・木材産業改善資金助成会計／沿岸漁業改善資金
助成会計／と場会計／都営住宅等保証金会計／用地会計／公債費会計／港湾事業会計／交通事業
会計／電気事業会計／工業用水道事業会計／下水道事業会計

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

一般会計（第１号）／地方消費税清算会計（第１号） ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
特別区財政調整会計（第１号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

条　
例

新
設

平成二十七年度分の都と特別区及び特別区相互間の財政調整の特例に関する条例／東京都国民健康
保険財政安定化基金条例／東京都消費生活総合センター条例／東京都障害者スポーツ振興基金条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

一
部
改
正

東京都議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 ○ ○ × ○ × × × ○ × × 可決
東京都知事等の給料等に関する条例／東京都人事委員会委員の給与等に関する条例／東京都監査委
員の給与等に関する条例／東京都教育委員会教育長の給与等に関する条例 ○ ○ × ○ × × ○ ○ × × 可決
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例／警視庁関係手数料条例／東京都地方
公営企業の設置等に関する条例／東京都体育施設条例／学校職員の定数に関する条例／東京都福祉
保健局関係手数料条例／東京都障害者支援施設等に関する条例／東京都立総合精神保健福祉センタ
ー及び東京都立精神保健福祉センター条例／東京都が東京信用保証協会に対し交付する補助金に係
る回収納付金を受け取る権利の放棄に関する条例／東京都中央卸売市場条例／東京都霊園条例／東
京都葬儀所条例／東京都河川流水占用料等徴収条例

○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ × 可決
東京都立病院条例 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
東京都青少年の健全な育成に関する条例／東京都職員の特殊勤務手当に関する条例／東京都職員定
数条例／東京都非常勤職員の公務災害補償等に関する条例／市町村における東京都の事務処理の特
例に関する条例／東京都区市町村振興基金条例／住民サービスの向上と行政事務の効率化を図るた
めに住民基本台帳ネットワークシステムの都道府県知事保存本人確認情報を利用する事務等を定め
る条例／特別区における東京都の事務処理の特例に関する条例／都と特別区及び特別区相互間の財
政調整に関する条例／東京都都税条例／東京都私立学校教育助成条例／東京都教育委員会の事務
処理の特例に関する条例／学校職員の給与に関する条例／都立学校等に勤務する講師の報酬等に関
する条例／東京都いじめ防止対策推進条例／学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例／義
務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置に関する条例／学校職員の特殊勤務手当に関
する条例／東京都教育委員会職員の特殊勤務手当に関する条例／東京都建築審査会条例／東京都文
教地区建築条例／東京都建築安全条例／東京都都市整備局関係手数料条例／東京都後期高齢者医
療財政安定化基金条例／東京都特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例／東京都軽
費老人ホームの設備及び運営の基準に関する条例／東京都指定居宅介護支援等の事業の人員及び運
営の基準に関する条例／東京都認定こども園の認定要件に関する条例／東京都安心こども基金条例
／東京都立療育医療センター条例／東京都立多摩療育園条例／東京都立重症重度心身障害児者施設
条例／東京都指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営の基準に関する条例／東京都指定介
護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のた
めの効果的な支援の方法の基準に関する条例／東京都児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する
条例／東京都指定障害児通所支援の事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例／東京都指定
障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例／東京都産業労働局関係手数
料条例／東京都森林整備加速化・林業再生基金条例／東京都海上公園条例／都民の健康と安全を確
保する環境に関する条例／緑の東京募金基金条例／警視庁の設置に関する条例／警視庁職員の特殊
勤務手当に関する条例／歓楽的雰囲気を過度に助長する風俗案内の防止に関する条例／東京都デー
トクラブ営業等の規制に関する条例／公衆に著しく迷惑をかける暴力的不良行為等の防止に関する
条例／東京消防庁職員定数条例／東京消防庁職員の特殊勤務手当に関する条例／火災予防条例／特
別区の消防団員等の公務災害補償に関する条例／特別区の消防団員等の公務災害補償に関する条例

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

東京都養護老人ホーム条例 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
東京都スポーツ・文化振興交流基金条例 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

契約

オリンピックアクアティクスセンター（仮称）（27）新築工事請負契約／有明アリーナ（仮称）
（27）新築工事請負契約／平成27年度海の森水上競技場整備工事請負契約／平成27年度13号地
新客船ふ頭岸壁（－（マイナス）11．5ｍ）防波堤建設工事請負契約

○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

警視庁大森合同庁舎（27）改築工事請負契約／都営住宅27Ｈ－102・103西（練馬区上石神井四
丁目）工事請負契約／木下川排水機場耐震補強工事請負契約／上平井水門耐震補強工事請負契約／
上平井水門耐震補強工事（その２）請負契約

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

事件

東京都立有明北緑道公園の指定管理者の指定／東京都立東京臨海広域防災公園の指定管理者の指定 ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
平成27年度の連続立体交差事業の実施に伴う費用の関係特別区の負担の変更／包括外部監査契約
の締結／東京都と神奈川県との境界にわたる町田市と相模原市との境界変更／境界変更に伴う財産
処分に関する協議／都道の路線の認定及び廃止／都道の路線の廃止／平成28年度の連続立体交差
事業の実施に伴う費用の関係特別区・市の負担／多摩川流域下水道野川処理区の建設に要する費用
の関係市の負担

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

諮問 地方自治法第231条の3の規定に基づく審査請求に関する諮問 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 棄却すべき

人事
東京都公安委員会委員の任命（前田雅英） ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意
東京都固定資産評価審査委員会委員の選任（江川紀美子、西江章、國武久幸、橘田万里惠）／東京
都公害審査会委員の任命（河東宗文、牛島聡美、今井章久、山本貢平、矢野博夫、 谷教孝、細見
正明、﨑田裕子、小島正美、 田香苗、外井浩志、小倉京子、佐藤泉、江尻京子、野村恭子）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 同意

議 員 提 出 議 案

条　
例

新
設 東京都公衆浴場振興条例 × × ○ × × × × × × × 否決
一
部
改
正

東京都議会議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 × × ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ 否決

意見書 青年・成人の障害者の余暇活動の充実／ほう素、ふっ素等及び亜鉛に係る排水基準への対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
決議 北朝鮮の核実験及びミサイル発射に対する抗議／水道料金の減免措置／工業用水道料金の減免措置

／下水道料金の減免措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
※提出議案と議決結果については、都議会ホームページでもご覧になれます。
 【略称説明】 　  自…東京都議会自由民主党、公…都議会公明党、共…日本共産党東京都議会議員団、民…都議会民主党、維…都議会維新の党、か…かがやけ Tokyo、

ネ…都議会生活者ネットワーク、深…無所属（深呼吸のできる東京）、み…無所属（東京みんなの改革）、東…無所属（東京維新の会） （平成28年3月25日現在）

件 名 議員数

会派等名 維 み

テレビ東京（地デジ７ch）

ＴＯＫＹＯほっと情報
～都議会トピックス～

5月3日（火・祝）
10：05～10：55

厚生委員会と経済・港湾委員会の活動を
紹介します。
〈問い合わせ先〉 都議会 広報課（放送担当）

☎（03）5320－7124

都議会提供テレビ番組

　知事から提出された平成28年度予算案は、
2月25日の本会議において設置された予算特
別委員会に付託され、審査が行われました
（5～7面参照）。定例会最終日の3月25日、本
会議において、予算特別委員長より委員会での
審査の経過と結果が報告され（7面参照）、討
論ののち採決が行われました。その結果、原案
のとおり可決され、平成28年度予算が成立しま
した。
　予算の概要は次のとおりです。

○賛成 ×反対 平成28年度予算の概要

27
年
度

補
正
予
算

国
会
・
政
府
へ
の
意
見
書
（
要
旨
）

財政規模

一般会計の歳入内訳

区　　分 28年度 27年度 増減率
一般会計 70,110 69,520 0.8％
特別会計 44,539 47,045 △5.3％

公営企業会計 21,911 22,140 △1.0％
合　　計 136,560 138,706 △1.5％

※表及びグラフの計数は、原則として表示単位未満を四捨五入しています。

国庫支出金
3,778億円
（5.4％）

都債
3,533億円
（5.0％）

一般会計
歳入総額
7兆110億円

都税
5兆2,083億円
（74.3％）

その他の収入
1兆716億円
（15.3%）

公債費、税連動経費等、
集中的・重点的な政策展開等
のための基金積立
1兆9,178億円

福祉と保健
1兆1,668億円
（22.9%） 

労働と経済
4,886億円
（9.6%）生活環境

2,191億円
（4.3%）

都市の整備
8,777億円
（17.2%）

企画・総務
3,316億円
（6.5%） 

一般会計
歳出総額
7兆110億円

警察と消防
9,133億円
（17.9%）

一般歳出
5兆933億円
（100％）

教育と文化
1兆962億円
（21.5%） 

一般会計の歳出内訳

廃
止

（単位：億円）

◎ 「都議会だより」は新聞折り込みでお届けするほか、都の施設や区市町村の窓口、図書館、都営地下鉄駅構内などにも置いています。
　また、都議会ホームページでは電子書籍形式、PDF形式、HTML形式（音声付き）がご覧になれます。

平成28年（2016年）4月29日発行317 8東京都議会議会局　
印刷物分類　第1類　印刷物番号（27）第2号

■ 

青
年
・
成
人
の
障
害
者
の
余
暇
活
動
の
充
実
に
関
す

る
意
見
書

　

 　
青
年
・
成
人
の
障
害
者
が
、
日
中
活
動
や
就
労
の

後
に
様
々
な
人
々
と
交
流
し
集
団
活
動
を
行
う
事
業

を
、
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的

に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
に
お
け
る
地
域
生
活
支
援

事
業
と
し
て
明
確
に
位
置
付
け
、
十
分
な
予
算
措
置

を
講
ず
る
よ
う
強
く
要
請
す
る
。

■ 

ほ
う
素
、
ふ
っ
素
等
及
び
亜
鉛
に
係
る
排
水
基
準
へ

の
対
応
に
関
す
る
意
見
書

　

 　
大
都
市
に
立
地
す
る
中
小
零
細
企
業
の
現
状
を
十

分
考
慮
の
上
、
次
の
事
項
を
実
現
す
る
よ
う
強
く
要

請
す
る
。

　
１ 　
中
小
零
細
企
業
が
導
入
可
能
な
排
水
処
理
技
術

が
開
発
さ
れ
る
ま
で
、
暫
定
排
水
基
準
の
適
用
期

限
を
再
度
延
長
す
る
こ
と
。

　
２ 　
国
が
主
体
と
な
っ
て
、
排
水
処
理
技
術
の
調
査
、

研
究
・
開
発
を
早
期
に
推
進
し
、
そ
の
普
及
・
実

用
化
に
努
め
る
と
と
も
に
、
大
手
メ
ー
カ
ー
等
に

対
し
、
新
た
な
め
っ
き
加
工
技
術
及
び
排
水
処
理

技
術
の
普
及
を
積
極
的
に
働
き
掛
け
る
こ
と
。

　
３ 　
中
小
零
細
企
業
が
新
た
な
排
水
処
理
技
術
の
導

入
を
図
る
場
合
に
は
、
財
政
援
助
を
行
う
こ
と
。

　
４ 　
地
方
自
治
体
が
行
っ
て
い
る
排
水
処
理
技
術
の

研
究
・
開
発
等
に
対
し
、
必
要
な
財
政
措
置
等
を

講
ず
る
こ
と
。

●定数127人／現員123人（平成28年4月11日現在）

東京都議会自由民主党 56人
都議会公明党 23人
日本共産党東京都議会議員団 17人
都議会民進党 14人
民進党都議団 4人
かがやけ Tokyo 3人
都議会生活者ネットワーク 3人
無所属（深呼吸のできる東京） 1人
無所属（東京みんなの改革） 1人
無所属（東京維新の会） 1人

会 派 等 構 成 変 わ る
　平成28年4月1日付で都議会民主党は「都議
会民進党」、都議会維新の党は「民進党都議
団」に名称変更しました。
　また、平成28年4月11日付で田中健議員（大
田区選出・都議会民進党）が地方自治法第126
条ただし書きの規定により辞職しました。
　これにより、会派等構成は次のとおりとなり
ました。
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